
○ 消防用設備等の設置状況、防火管理及び防炎物品の基準

【消防法施行令別表第１（６）項ロ】
認知症高齢者グループホーム、有料老
人ホーム（主として要介護状態にある者
を入居させるものに限る。）

【消防法施行令別表第１（６）項ハ】
有料老人ホーム（消防法施行令別表第
１（６）項ロに該当するものを除く。）

消火器具 全て １５０㎡以上

自動火災報知設備 全て ３００㎡以上

火災通報装置 全て ５００㎡以上

屋内消火栓設備 ７００㎡以上 ７００㎡以上

スプリンクラー設備 ２７５㎡以上 ６０００㎡以上

誘導灯 全て 全て

防火管理 利用者及び職員の合計が１０人以上 利用者及び職員の合計が３０人以上

防炎物品の使用義務 全て 全て

※防炎物品・・・カーテン・じゅうたん等のうち一定以上の防炎性能を有するものをいう。

認知症高齢者グループホーム、有料老人ホームにおける防火対策の状況

資料３

1

CO850416
長方形



○主な調査対象 消防法施行令別表第１（６）ロに掲げる防火対象物で１０００㎡未満のもの 等

○主な調査項目

老人福祉施設 障害者・障害児施設 その他

老人短期入所施設、養護老人ホーム、特
別養護老人ホーム、有料老人ホーム、介
護老人保健施設、認知症高齢者グループ
ホーム

障害児入所施設、障害者支
援施設、障害者短期入所施
設、障害者ケアホーム

救護施設
乳児院

○調査時期 調査開始：２月２２日 調査時点：２月２２日時点で把握しているもの

小規模社会福祉施設等に係る実態調査について

認知症高齢者グループホームをはじめとする入所や宿泊を伴う小規模社会福祉施設を対
象とし、スプリンクラー設備の設置状況や防火管理の状況について実態調査を行うもの

調査の概要

調査項目等

• 施設の種別、延べ面積、収容人員
• スプリンクラー設備の有無・種類
• 防火管理者選任・消防計画作成の有無
• 直近１年間の消防訓練有無 等

※調査結果については、現在取りまとめ中
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長崎市認知症高齢者グループホーム火災の概要等

発 生 日 時： 平成２５年２月８日（金） 時刻は調査中

発 生 場 所： グループホームベルハウス東山手 （長崎県長崎市東山手町６番１６号）

建 物 用 途： 複合用途 （グループホーム、事務所、住宅）

※ 消防法施行令別表第１（１６）項イに該当

施 設 概 要 等： 昭和４０年１１月１８日に建築 鉄骨造一部木造（４階建て）

延 べ 面 積： グループホーム部分（１、２階）の延べ面積は２５９．６４㎡

（ 建物全体は５２９．４㎡）

消防用設備等： 消火器、自動火災報知設備、誘導灯、消防機関へ通報する火災報知設備

焼 損 程 度： 部分焼（焼損床面積については、現在調査中）

人 的 被 害： 死者５名 負傷者７名 （重症 ： 男１、中等症 ： 女４、軽症 ： 男１女１）

出 火 原 因： 現在調査中

火災の概要

（参考）認知症高齢者グループホームに係る消防法令上の主な安全対策

消火器 構造・面積にかかわらず全て

スプリンクラー設備 延べ面積２７５㎡以上の施設

自動火災報知設備 構造・面積にかかわらず全て

消防機関へ通報する火災報知設備 構造・面積にかかわらず全て

防火管理者の選任・消防計画の作成 収容人員１０人以上
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長崎市認知症高齢者グループホーム火災を踏まえた対応等

認知症高齢者グループホーム等火災対策検討部会

平成２５年２月８日に発生した長崎県長崎市の認知症高齢者グループホーム火災を踏まえ、認知症高齢者等が入
所する施設における火災対策のあり方について検討するため、消防庁が主催する「予防行政のあり方に関する検討
会」の下に「認知症高齢者グループホーム等火災対策検討部会」を開催。

１ 主な検討項目
（１）認知症高齢者グループホーム「ベルハウス東山手」火災の概要と課題の整理

（２）認知症高齢者グループホーム等における防火対策のあり方

２ 検討委員 （敬称略）

室﨑 益輝 ひょうご震災記念21世紀研究機構副理事長
荒井 伸幸 東京消防庁予防部長
石崎 和志 国土交通省住宅局建築指導課建築物防災対策室長
上田 孝志 札幌市消防局予防部長
榎 一郎 千葉市消防局予防部長
勝又 浜子 厚生労働省老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室長
河村 真紀子 主婦連合会事務局次長
佐々木 勝則 公益社団法人日本認知症グループホーム協会常務理事
佐々木 美香子 札幌市保健福祉局高齢保健福祉部介護保険課事業指導担当課長
次郎丸 誠男 危険物保安技術協会特別顧問（元消防研究所所長）
野村 歡 元国際医療福祉大学大学院教授
伯川 秀人 長崎市消防局予防課長
山田 常圭 消防庁消防研究センター上席研究官

３ スケジュール

平成２５年５月２４日に第２回を開催予定、夏までをめどに一定の方向性を取りまとめ予定
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